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Energy System Integration Social Cooperation Program Iwafune Lab.

はじめに
ー需要側リソースの活用に向けて

• カーボンニュートラルに向けて需要側リソース
（DER）の果たす役割は大きい
• 再エネ大量導入に伴う柔軟性向上

• 調整力もクリーンにする必要あり

• 活用種類
• 大規模デマンドレスポンス（DR）（従来の延長、下げ

DR）

• 小規模DR（低圧～）

• 電気自動車（EV）や電気給湯機、空調などの調整による価値
提供

• 本発表内の範囲 低圧DER
• DR対象機器：EV・給湯機・定置式蓄電池
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需要家・アグリゲータにおけるDR価値

• 需要家メリット
• 電気料金削減
• 屋根置き太陽光発電（PV）自家消費拡大、環境価値
• 蓄電池機能によるレジリエンス強化
• アグリゲータへの制御機能提供による対価獲得

• 小売事業者（アグリゲータ―）メリット
• 裁定取引によるスポット市場調達費用削減
• 時間前市場取引による利益追加
• インバランス調整による負担軽減
• 調整力提供による利益追加
• 容量負担金の軽減

• 系統メリット
• 需給上の制約緩和

• クリーンかつ安価な系統調整力の確保（再エネ予測誤差等）
• 容量価値
• 上げDRによる再エネ抑制量削減

• ネットワーク上の制約緩和
• 系統制約を受けるエリアにおける潮流改善効果
• 系統増強回避効果（フィーダ容量、バンク容量飽和回避）
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日本の低圧リソース活用を取り巻く
背景
• 需給調整市場開設（ 2021年4月）

• 三次調整力②（再生可能エネルギーの予測誤差に対応する調整力）、三次調整力
①の取引が開始

• 2024年4月以降他の商品の取引も開始
• 現行制度上の制約

• 低圧リソースが需給調整市場に参加不可
• 機器個別計量が需給調整市場において適用不可

• インバランス制度の変更（2022年4月）
• 調整力に連動したインバランス価格への変更
• 実需給の電気の価値を反映（エリア毎、コマ毎の設定）

• スポット市場価格のボラティリティ増加
• 燃料調達制約
• 再エネ増加に伴う余剰電力発生
• 小売価格値上げ
• 最も価値が高い需要家端においてPV設置世帯であれば自家消費最大化
がベストに

• 制御方法
• 料金型：TOU,ダイナミックプライシング（自端制御）
• インセンティブ型：アグリゲーション（遠隔制御）
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低圧リソースの活用に向けて

• 現在は電力市場への参加は認められていない

• 2026年度より可能になる予定
• 「次世代の分散型電力システムに関する検討会」において

ルールを検討中

• 需要家リスト・パターンの提出等大規模DRを前提としたルールの見
直し

• 機器点計量での参入及び特定計量ルールの緩和

• 調整力公募や需給調整市場に DRで参画する場合、現状は需要家の引き
込み地点（受電点）での計量及びベースライン設定を行うこととなって
いる。

• 制御不可能な需要と可能な需要が混在し、参入障壁に。

• 現行では、調整力kWhの精算は電力量による精算であるため、計量法に
基づき、検定を受けた特定計量器（電力量計）を使用する必要がある
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次世代の分散型電力システムに関す
る検討会における議論の進展
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低圧リソース活用の課題

• そもそも数が少ない
• 2022年時点で、EQ800万台、Bat70万台、EV40万台

• 制御の費用対効果が悪い
• 料金型（自端型）

• 通信費用不要
• 期待する調整量が得られるとは限らない
• アグリゲーターはマネタイズできない
• リアルタイム制御できない
• 柔軟な料金メニューが必要、国からメニュー作成を強制でき

るか
• インセンティブ型

• 需要を動かすだけの十分な対価が払えるのか

• 需要家にとっての価値が不明瞭
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需要を動かす価値はあるのか？
• マネタイズできる（市場）メカニズムが必要

• 周波数制御（一次調整力、再エネ増加で必要量増加傾向、最も高価
だが、全体に占める比率は小さい）

• 再エネ予測誤差対応（3次調整力I,II、再エネ増加で増加傾向）
• 容量価値（再エネ増加でもピークは減らない。下げDRの価値は、ア

ンシラリーよりは低いが、DRの利益のためには最も効くところ）
• エネルギー（需要シフト、基本的に燃料費差で決まるので、価格イ

ンセンティブは低め）
• 周波数制御価値 約10,000～/kW・年(?)

• 容量価値 約5,000‐9,000円/kW・年

• 3次調整力II 約3円/kWh（23年度実績）

• エネルギー価値 10～30円/kWh

• 調整力市場、容量市場でマネタイズするには、一定の規模が必要（入札単位
1000kWは小規模だけでは難しい）

• 上げDRの可能性
• ベースラインが決められず、料金型で対応するしかないか
• 系統混雑対応であれば、追加的な価値が生じる
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短期的な取り組み

• 逼迫時の節電
• 市場価格が高い時のkWh抑制

• 電源設備建設回避・容量確保のkWの価値

• 小売事業者においては、今のところ前者しかメリットがない
のでせいぜい10円/kWhのインセンティブしか払えない。

• 後者の容量価値がNETCONE相当として、9000円/kW・年とすれば、
100時間/年確実に減らせるならば90円/kWh上乗せすることが可能で
桁が変わる。

• 24年度以降小売事業者が容量拠出金を負担するようになれば、自ら
の拠出金の負担を下げるために、確実な下げDRに対しては100円／
kWh近く払える可能性はあるかも

• 再エネ抑制回避

• EQの昼間運転の可能性

9



Energy System Integration Social Cooperation Program Iwafune Lab.

電気温水器・エコキュート需要を昼間に
シフトできれば、2,000万kWの調整力に
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第27回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース
会議資料より作成

エコキュート 電気温水器 エコキュート 電気温水器 計

北海道電力 2,469,063 2.9% 10.5% 7 78 85

東北電力 4,364,234 16.5% 8.5% 72 111 183

東京電力 20,470,379 10.1% 4.5% 207 276 483

北陸電力 1,162,534 23.2% 10.7% 27 37 64

中部電力 6,323,103 18.1% 8.0% 114 152 266

関西電力 9,964,365 12.6% 8.4% 126 251 377

中国電力 3,125,655 24.3% 13.2% 76 124 200 157

四国電力 1,627,691 29.8% 12.7% 49 62 111 111

九州電力 5,584,631 21.8% 12.0% 122 201 323 466

沖縄電力 613,294 7.2% 8.9% 4 16 21

全国 55,704,949 14.50% 7.80% 808 1,303 2,111

注1) 総務省統計局「国勢調査報告」2020年10月1日現在

注3) 消費電力はエコキュート1kW、電気温水器3kWとして推計

変動再エネ導入量

ー最低需要（万㎾）

（4)

注4)変動再エネ導入量、最低需要は21年度値、第47回系統WG資料による

注2) 環境省「令和 3 年度 家庭部門の CO2 排出実態統計調査 資料編(確報値)」(2023年3月)

電力会社 世帯数（1) 

世帯普及率（2) 消費電力（万㎾）（3)
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再エネ出力抑制の緩和のための需要
対策

四国電力2023年4月27日の需給バランス
とスポット価格

四国地域の給湯機種類
HP給湯器：29.7%（全国14.5%）
電気温水器：12.7%（全国7.8%）

（環境省CO2統計2021年度版）

・現在の夜間運転を昼間に
切り替えられれば、PVを活
用可能

・電気温水器（日本全国
300万台以上）のHPリプレ
イスによる省エネ
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九州電力における新しい料金メニュー

• エコキュート、蓄電池、電気自動車を利用して
いる需要家向け

12
現状のオール電化メニュー
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Load Management Rulemaking
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カリフォルニア州エネルギー委員会（CEC）は、州内の5大電力会社に対し、地域ごとの限界費用
を反映し、少なくとも1時間ごとに変化する電力小売料金の設定を義務付ける新基準を設定
これらの電気料金をMIDAS（Market Informed Demand Automation Server ）と呼ばれる州の
データベースに掲載

Staff Webinar Market Informed Demand Automation Server (MIDAS) August 27, 2021
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DERの調整力としての活用

• まずは料金連動で自端で動く仕組みを

• 次に調整力
• TSOからの見方
• DRアグリゲータからの見方

• 対立軸
• 調整力としての質の問題

• 発電所による調整レベルが基準
• 応動精度

• 制御単位

• 価格の問題（調達側としては、安いほうがいいが、DR事業者側
からは値段が高いほうがうれしい）
• 入札価格の規律

• 市場のボラティリティの許容度

• 長期的に見れば、DRに配慮した制度が必要では。
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ご清聴ありがとうございました。
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